
重度障害児・者に対する日常生活用具の

給付等について

平成13年5月15日　障発第214号

厚生省大臣官房障害保健福祉部長

標記については、別添「重度障害児・者日常生活

用具給付等事業実施要綱」によることとなったので、

ご了知のうえ、管下市町村等に周知し、事業が円滑

に実施されるよう特段のご配慮を願いたい。

［別添］

なお、昭和47年8月15日児発第520号各都道府県知

事、指定都市市長あて厚生省児童家庭局長通知「重

度障害児に対する日常生活用具の給付等について」

は廃止する。

重度障害児・者日常生活用具給付等事業実施要綱

第1　目的

重度障害児・者日常生活用具給付等事業（以下「事

業」という。）は、在宅重度障害児・者に対し、浴槽、

訓練用ベッド等の日常生活用具（以下「用具」とい

う。）を給付又は貸与すること等（以下「給付等」と

いう。）により、日常生活の便宜を図ることを目的と

する。

第2　実施主体

本事業の実施主体は、市町村（特別区を含む。以

下同じ。）とする。

第3　用具の種目及び給付等の対象者

1　給付等の対象となる用具の種目は、別表の「種

目」欄に掲げる用具とし、その対象者は同表の「対
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象者」欄に掲げる障害児・者とする。

2　用具の貸与の対象者は、1に掲げる対象者でそ

の属する世帯が原則として前年分所得税非課税世

帯であるものとする。

第4　給付等の申請

1　市町村は、用具の給付等を希望する対象者の保

護者に対し、申請書（参考様式第1）を提出させるも

のとする。

なお、居宅生活動作補助用具の購入費及び改修

工事費（以下「住宅改修費」という。）の給付希望

者は、申請書の提出時に必ず工事図面と改修工事

見積書を添付すること。

2　1の申請書を受理した市町村は、当該対象者の

身体の状況、介護の状況、家庭の経済状況及び住

宅環境等を実地に調査し、すみやかに「調査書」

（参考様式第2）を作成すること。



第5　給付等の決定

1　市町村は、内容を審査のうえ、用具の給付等を

行うかどうかを決定するものとする。

また、市町村が住宅改修費の給付を決定した場

合には、給付対象者に対して本制度の趣旨、給付

の条件等を十分説明すること。また、住宅の改修

工事が完了した時にはその確認を行うとともに、

その後も適正な使用及び管理がなされているか等

について家庭訪問等により指導の万全を期すこ

と。

なお、決定を行う場合は、必要に応じ対象者が

知的障害者以外のものであっては、児童相談所長、

対象者が知的障害者であっては、知的障害者更生

相談所長の意見をきくものとする。

2　市町村は、用具の給付等を行うことを決定した

場合には、決定通知書（参考様式第3）及び給付

券（参考様式第4）を、その申請を却下すること

を決定した場合に却下決定通知書（参考様式第5）

をそれぞれ申請者に交付するものとする。

第6　用具の給付等
．

1　用具の給付等

（1）市町村は、用具の給付を行う場合には、用具

の製作もしくは販売を業とする者（以下「業者」

という。）に委託して行うものとする。

（2）市町村は、業者の選定に当たっては、低廉な

価格で良質かつ適切な用具が確保できるよう経

営規模、地理的条件、アフターサービスの可能

性等を十分勘案のうえ決定するものとする。

（3）視覚障害児用ワードプロセッサーの共同利用

については、別紙1「視覚障害児用ワードプロ

セッサー共同利用制度実施要綱」に定めるとこ

ろによるものとする。

（4）点字図書の給付にあたっては、別紙2「点字

図書給付事業実施要綱」に定めるところによる

ものとする。

（5）住宅改修費の給付については、別紙3「住宅

改修費給付事業実施要綱」に定めるところによ

るものとする。
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2　用具の貸与

（1）貸与する用具の引渡し又は引取りは、当該用

具を使用する対象者の居住地において行うもの

とする。

（2）用具の貸与の期間は、貸与を受けた対象者が

肢体不自由児施設等へ入所することその他の事

情により用具を必要としなくなるまでの間とす

る。

第7　費用の負担及び支払い

1　対象者の扶養義務者は、用具の給付等を受けた

ときは、その収入の状況に応じて用具の給付等に

要する費用の一部を負担するものとする。

2　1により扶養義務者が負担する額の基準は、昭

和62年7月29日厚生省発児第119号厚生事務次官

通知「身体障害児援護費及び結核児童療育費の国

庫負担について」に定める補装具の例により算定

した額とする。

3　扶養義務者は、用具を納付する業者に「日常生

活用具給付券」又は「住宅改修費給付券」に添え

て、2により負担することとされている額を当該

業者に支払うものとする。

4　市町村は、用具を納付した業者からの請求によ

り、給付等に必要な用具の購入等に要した額から

3により扶養義務者が直接業者に支払った額を減

じた額を支払うものとする。

5　4による費用の請求は「日常生活用具給付券」

又は「住宅改修費給付券」を添付して行うものと

する。

6　用具の貸与は無償で行うものとする。

7　点字図書の給付による費用の負担については、

別紙3の「点字図書給付事業実施要綱」によるも

のとする。

第8　用具の管理

1　用具の給付等を受けた者は、当該用具を給付等

の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、又は担保に供してはならないものとする。

2　1に違反した場合には、当該給付等に要した費

用の全部又は一部を返還させることがあるものと

する。



3　用具の貸与を受けた者は、用具の一部又は全部

をき損し又は滅失した場合には、直ちに市町村に

その状況を報告し、その指示に従わなければなら

ないものとする。

4　用具の貸与を受けたものは、用具の使用する対

象者が当該用具を必要としなくなったときは、す

みやかに市町村に申し出なければならないものと

する。

第9　給付台帳の整備

市町村は、用具の給付等（点字図書の給付を除く。）

の状況を明確にするため「日常生活用具／給付／貸

与台帳」及び「住宅改修費給付台帳」を整備してお

くものとする。

第10　国の財政措置

国は別に定めるところにより補助するものとす

る。

区 分 種　　 目 対　　　 象　　　 者 性　　 能　　 等

給 付 ア ー ブ レ　 コ ー 身 体 障 害 者 手 帳 の 交 付 を 受 け た 児 童 で あ っ て 、 当 該 手 帳 に 身 操 作 の 標 示 が 点 字 で あ リ 簡 単 に 操 作
ダ ー 体 上 の 障 害 （視 覚 障 害 に 限 る 。） の 程 度 が 1 級 又 は 2 級 で あ る

も の と し て 記 載 さ れ て い る も の で 、 原 則 と し て 学 齢 児 以 上 の
も の 。

が で き る も の 。

ロ 点 字 タ イ プ ラ イ 身 体 障 害 者 手 帳 の 交 付 を 受 け た 児 童 で あ っ て 、 当 該 手 帳 に 身 容 易 に 操 作 で き る も の 。
タ ー 体 上 の 障 害 （視 ′党 障 害 に 限 る 。） の 程 度 が 1 級 又 は 2 級 で あ る

も の と し て 記 載 さ れ て い る も の で 、 原 則 と し て 就 学 も し く は
就 労 し て い る か 又 は 就 労 が 見 込 ま れ る も の 。

ロ 盲 人 用 電 卓 身 体 障 害 者 手 帳 の 交 付 を 受 け た 児 童 で あ っ て 、 当 該 手 帳 に 身 視 鴬 障 害 児 が 容 易 に 使 用 で き る も
体 上 の 障 害 （視 ′党 障 害 に 限 る 。） の 程 度 が 1 級 又 は 2 級 で あ る
も の と し て 記 載 さ れ て い る も の で 、 原 則 と し て 就 労 し て い る
も の （職 業 訓 練 中 の も の を 含 む 。） 又 は 主 婦 。

の 。

ロ 盲 人 用 体 温 計 身 体 障 害 者 手 帳 の 交 付 を 受 け た 児 童 で あ っ て 、 当 該 手 帳 に 身 容 易 に 使 用 し 得 る も の 。
（音 声 式 ） 体 上 の 障 害 （視 覚 障 害 に 限 る 。） の 程 度 が 1 級 又 は 2 級 で あ っ

て 原 則 と し て 学 齢 児 以 上 の も の 。（当 該 者 の 世 帯 が 単 身 世 帯 及
ぴ こ れ に 準 ず る 世 帯 で あ る 場 合 に 限 る 。）

ロ 盲 人 用 杵 身 体 障 害 者 手 帳 の 交 付 を 受 け た 児 童 で あ っ て 、 当 該 手 帳 に 身
体 上 の 障 害 （視 覚 障 害 に 限 る 。） の 程 度 が 1 級 又 は 2 級 で あ っ
て 原 則 と し て 学 齢 児 以 上 の も の 。（当 該 者 の 世 帯 が 単 身 世 帯 及
ぴ こ れ に 準 ず る 世 帯 で あ る 場 合 に 限 る 。）。

容 易 に 使 用 し 得 る も の 。

ロ 視 覚 障 害 者 用 視 覚 障 害 児 で あ っ て 、 本 装 置 に よ り 文 字 等 を 読 む こ と が 可 能 画 像 入 力 装 置 を 読 み た い も の （印 刷
拡 大 読 書 器 に な る も の で 原 則 と し て 学 齢 児 以 上 の も の 。 物 等 ） の 上 に 置 く こ と で 、 簡 単 に 拡

大 さ れ た 画 像 （文 字 等 ） を モ ニ タ ー
に 映 し 出 せ る も の 。

ロ 点 字 図 書 主 に 、 情 報 の 入 手 を 点 字 に よ っ て い る 視 覚 障 害 児 。 点 字 に よ り 作 成 さ れ た 図 書 。

ロ 歩 行 時 間 延 長
信 号 機 用 小 型 送
信 機

視 覚 障 害 2 級 以 上 で あ っ て 原 則 と し て 学 齢 児 以 上 の も の 。 視 覚 障 害 児 が 容 易 に 使 用 し う る も
の 。

ロ 聴 覚 障 害 者 用 聴 覚 障 害 児 又 は 発 声 ・発 語 に 著 し い 障 害 を 有 す る 児 童 で あ っ 一 般 の 電 話 機 に 接 続 し 得 る も の で 、
通 信 装 置 て 、 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 、 緊 急 連 絡 等 の 手 段 と し て 必 要 と 認 音 声 の 代 わ り に 文 字 等 に よ り 通 信 が

め ら れ る も の で 、 原 則 と し て 学 齢 児 以 上 の も の 。 可 能 な 機 器 で あ っ て 、 障 害 児 が 容 易
に 使 用 し 得 る も の 。

ロ 文 字 放 送 デ コ ー
ダ ー

聴 覚 障 害 児 で あ っ て 、テ レ ビ の 視 聴 に 必 要 と 認 め ら れ る 児 童 。 障 害 児 が 容 易 に 使 用 し 得 る も の 。



区分 種　　 目 対　　　 象　　　 者 性　　 能　　 等

給付 浴槽 身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手帳に身 浴槽は実用水量150 且以上のもので、
（揚沸器含む） 体上の障害 （下肢又は体幹機能障害にかかるものに限る。）の 吻沸器は水温25℃上昇させたとき毎

程度が 1級又は 2級であるものとして記載されているもの
で、原則として学齢児以上のもの。

分10 且以上給湯できるもの。

ロ 便器 上記に同じ。 手すり付きのもの。ただし、取替え
に当たり住宅改修 を伴うものは除
く。

ロ ワー ドプロセッ 身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手帳に身 プロテクター等を付帯することがで
サー 体上の障害 （上肢機能障害又は言語、上肢複合障害に限る。）

の程度が 1級又は 2級であると記載され文字を書くことが困
難なもので、原則として学齢児以上のもの。

き、容易に操作できるもの。

ロ 特殊マット 児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害児 ・ 失禁等によ、る汚染又は損耗を防止す
者として判定され障害の程度が重度又は最重度であるもの及 るためマット （寝具）にビニール等
び身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手帳に
身体上の障害 （下肢又は体幹機能障害にかかるものに限る。）
の程度が 1級又は 2級であるものとして記載されているもの
で、それぞれ原則として3 歳以上のもの。

の加工をしたもの。

ロ 訓練いす 身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手帳に身 原則として付属のテーブルをつける
体上の障害 （下肢又は体幹機能障害にかかるものに限る。）の
程度が 1級又は2 級であるものとして記載されているもの
で、原則として 3歳以上のもの。

ものとする。

ロ 特殊便器 児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害児． 足踏ペダルで温水温風を出し得るも
者として判定され障害の程度が重度又は最重度であり訓練を の及び知的障害児・者を介護してい
行っても自ら排便後の処理が困難なもの及び身体障害者手帳 る者が容易に使用し得るもので温水
の交付を受けた児童であって、当該手帳に身体上の障害 （上 温風を出し得るもの。ただし、取替
肢障害に限る。）の程度が 1級又は 2級であるものとして記載 えに当たり住宅改修を伴うものを除
されているもので、原則として学齢児以上のもの。 く。

ロ 訓練用ベッド 身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手帳に身 腕又は脚の訓練ができる器具を備え
体上の障害 （下肢又は体幹機能障害にかかるものに限る。）の
程度が 1級又は2 級であるものとして記載されているもの
で、原則として学齢児以上のもの。

たもの。

ロ 特殊尿器 身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手帳に身 尿が自動的に吸引されるもので、障
体上の障害 （下肢又は体幹機能障害に限る。）の程度が 1級で 害児又は介護者が容易に使用し得る
あって常時介護を要するもので原則として学齢児以上のも
の。

もの。

ロ 入浴担架 身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手帳に身 障害児を担架に乗せたままリフト装
体上の障害 （下肢又は体幹機能障害に限る。）の程度が 1級又
は 2級であって、入浴に介護を要するもので原則として 3歳
以上のもの。

置によr）入浴させるもの。

ロ 体位変換器 身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手瞼に身 障害児又は介護者が容易に使用し得
体上の障害 （下肢又は体幹機能障害に限る。）の程度が 1級又
は 2級であって、下着交換等に当たって家族等他人の介助を
要するもので原則として学齢児以上のもの。

るもの。

ロ 携帯用会話補助 音声言語機能障害児又は肢体不自由児であって、発声 ．発語 携帯式で、ことばを音声又は文章に
装置 に著しい障害を有するもので原則として学齢児以上のもの。 変換する機能を有し、障害児が容易

に使用し得るもの。

ロ 入浴補助用具 下肢又は体幹機能障害児であって、入浴に介助を要するもの 入浴時の移動、座位の保持、浴槽へ
で原則として 3歳以上のもの。 の入水等を補助でき、障害児又は介

助者が容易に使用し得るもの。ただ
し、設置に当たり住宅改修を伴うも
のを除く。

ロ 移動用リフト 身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手帳に身 介護者が重度身体障害児を移動させ
体上の障害 （下肢又は体幹機能障害に限る。）の程度が 1級又 るにあたって、容易に使用し得るも
は 2級であって原則として 3歳以上のもの。 の0 （ただし、天井走行型その他住宅

改修を伴うものを除く。）



区分 種　　 目 対　　　 象　　　 者 性　　 能　　 等

給付 歩行支援用具 身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手帳に身 おおむね次のような性能を有する手
体上の障害 （平衡機能又は下肢若 しくは体幹機能障害に限 すり、スロープ等であること。
る。）を有し、家庭内の移動等において介助を必要とするもの ア　 障害児の身体機能の状態を十分
であって腺則として 3歳以上のもの。 踏まえたものであって、必要な強

度と安全性を有するもの。
イ 転倒予防、立ち上がり動作補助、
移乗動作の補助、段差解消等の用
具とする。ただし、設置に当たり
住宅改修を伴うものを除く。

ロ 重度障害者用 両手下肢の機能の全廃及び言諸機能を喪失した障害児であっ まばたき、筋電センサー等の特殊な
意志伝達装置 て、コミュニケーション手段として必要と認められるもので、 入力装置を備え、障害児が容易に便

原則として学齢児以上のもの。 用し得るもの。

ロ 居宅生活動作 下肢、体幹機能障害又は乳幼児期以前の非進行性の脳病変に 障害者の移動等を円滑にする用具で
補助用具 よる運動機能障害 （移動機能障害に限る。）を有する学齢児以 設置に′」・規模な住宅改修を伴うも

上の身体障害児であって障害程度等級 3級以上のもの。（特殊
便器への取替えをする場合は、上肢障害 2級以上のもの）

の。　　 ■

ロ 透析液加温器 身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手帳に身 透析液を力け塩し、一定温度に保つも
体上の障害 （じん臓機能障害に限る。）の程度が 1級又は 3級
であって原則として 3歳以上のもの。

の。

ロ ネブライザー 身体障害者手帳の交付を受けた児童であって当該手帳に身体
上の障害 （呼吸器機能障害に限る。）の程度が 3 級以上である
もの、又は同程度の身体障害児であって必要と認められるも
ので、原則として学齢児以上のもの。

障害児が容易に使用し得るもの。

ロ 電気式
たん吸引器

上記に同じ。 障害児が容易に使用し得るもの。

ロ 頭部保護帽 児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害児 ・ 転倒の衝撃から頭部を保護できるも
者として判定され障害の程度が重度又は最重度であるもの
で、てんかんの発作等により頻繁に転倒するもの。

の。

ロ 火災警報器 児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害児 ・ 室内の火災を煙又は熱により感知
者として判定され障害の程度が重度又は最重度であるもの及 し、音叉は光を発し屋外にも警報ブ
び身体障害者手帳の交付を受けた児童であって、当該手帳に
身体上の障害の程度が 1級又は 2級であるものとして記載さ
れているものでそれぞれ火災発生の感知及び避難が著しく困
難なもの （当該者の世帯が単身世帯及びこれに準ずる世帯で
ある場合に限る。）。

ザーで知らせ得るもの。

ロ 自動消火器 上記に同じ。 室内温度の異常上昇又は炎の接触で
自動的に消火液を噴射し初期火災を
消火し得るもの。

ロ 電磁調理器 児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害児 ・ 知的障害者が容易に使用し得 るも
者として判定された障害の程度が重度又は最重度であって18
歳以上のもの。

の。

共同利用 視覚 障害者用
ワー ドプロセッ
サー

視覚障害児であって、原則として学齢児以上のもの。（・ 編集、校正機能を持ち、日本点字表
記法に基つデき、入力した文章を自動
的に点字変換が可能で点字プリン
ターとの連動により点字文書の作成
及び音声化ができるもの。
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